
議案第136号 

 

訴え提起前の和解の申立てについて 

 

未払の宅地取得資金貸付金及び住宅新築資金貸付金の請求について、次のとおり訴え提

起前の和解の申立てをしたいので、地方自治法（昭和22年法律第67号）第96条第１項第

12号の規定により議会の議決を求める。 

平成30年11月29日提出 

 

伊賀市長 岡 本  栄 

 

記 

 

１ 相手方の所在地及び氏名 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊   

＊＊＊＊ 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊   

  ＊＊＊＊＊ 

２ 支払を求める未払の宅地取得資金貸付金及び住宅新築資金貸付金 

  金5,582,470円 

３ 裁判所 伊賀簡易裁判所 

４ 事件名 未払貸付金請求和解申立事件 

５ 事件の概要及び申立ての要旨 

  伊賀市は、相手方＊＊＊＊に対して、昭和62年11月に宅地取得資金を、平成２年11

月に住宅新築資金を、それぞれ25年間の返済期間を定めて貸付を行った。 

平成22年２月の支払後返納金の未納が続いたため、幾度となく催告状及び来庁依頼の

文書を送付し、平成25年12月５日付けで弁済計画書の提出を受けたが、当該計画書内

容の返済は一切なく、返済には至らなかった。 

その後、相手方＊＊＊＊から伊賀市に連絡があり、平成30年６月から今後の返済につ

いての交渉を重ねるなかで、相手方＊＊＊＊は、未払金額を一括して支払うことが困難



な実情があることを理由に分割での支払を求めた。 

伊賀市は、相手方＊＊＊＊と未払の宅地取得資金貸付金及び住宅新築資金貸付金を平

成31年２月から平成31年10月まで毎月10,000円の返済を９回、平成31年11月から

平成44年10月まで毎月35,000円の返済を156回、平成44年11月32,470円の返済に

て分割して支払うこと、分割金の支払を３回以上怠り、かつ、その額が、平成31年１月

から平成31年９月までの間は30,000円、平成31年10月以降は55,000円に達したとき

は、当然に期限の利益を失い、直ちに強制執行の申立てを行うことで合意した。 

また、相手方＊＊＊＊＊は、相手方＊＊＊＊の上記債務を連帯保証することで合意し

た。 

そこで、民事訴訟法（平成８年法律第109号）第275条に定める和解をすることによ

り、未払の宅地取得資金貸付金及び住宅新築資金貸付金請求の債務名義を得て、支払に

不履行が生じたときは、直ちに強制執行ができるものとするため、裁判書の和解勧告を

求めて当該申立てをする。 

６ 和解遂行の方針 

⑴ 当該和解に関する取扱方針については、当該和解における話合いの過程において、

諸般の事情を考慮し、市長において定めるものとする。 

⑵ 和解が整わない場合において、必要があるときは、訴えを提起する。 

⑶ 訴えを提起した場合において、判決の結果必要があるときは、上訴する。 


